
入札説明書 

 

入札については、入札公告によるほか、この入札説明書により取り扱うものとする。 

 

１ 競争入札に付する事項 

別記１のとおり 

 

２ 入札参加者に必要な資格 

愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和39年７月愛媛県告示第607号）第４条第１項の

規定により建設工事入札参加資格審査申請書を提出している者のうち、次に掲げる要件を

すべて満たす者であること。 

(1)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2)入札日において、愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱（昭和63年８月１日制定）

に基づいて知事が行う入札参加資格停止の期間がない者であること。 

(3)民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立て又は会社更生法

（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てがなされていないこと（民

事再生法の規定による再生計画認可又は会社更生法の規定による更生計画認可の決定

を受けている者を除く。）。 

(4)業務ごとに別記２に掲げる要件をすべて満たす者であること。 

 

３ 入札参加資格の確認 

(1) この入札に参加を希望する者は、次の書類を提出し、入札参加資格の事前確認を受け

なければならない。 

  ア 入札参加資格確認書(別紙１) 

(2)(1)の書類の提出日時及び提出方法 

  ア 提出日時及び場所 別添入札公告３のとおり 

  イ 提出方法 (1)の書類は、持参により提出すること。 

  ウ 提出された(1)の書類は、返却しない。 

(3) 事前確認の方法 

   事前確認は、２に掲げる要件を(1)の申請書類の記載内容等に基づき、当該要件を満た

しているかどうか確認する。 

(4) 事前確認において、入札参加資格がないと認められた者については、入札書を無効と

し、開札しない。なお、(1)の確認を受けずに、当該入札に参加しようとした者も同様と

する。 

 

４入札及び開札 

(1)入札の日時及び場所は、別記３のとおり。 

(2)入札参加者は、入札書を持参により提出すること。 

(3)入札書の様式は、様式１のとおりとする。代理人が入札する場合は、入札参加者本人の

住所、氏名に加えて、代理人であることおよび当該代理人の氏名を表示し、委任状に使用

した印鑑を押印すること。 

(4)委任状の様式は、様式２のとおりとする。委任状は代表者からの委任とし、入札書と合

わせて提出すること。 

(5)落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる



ものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当

する金額を入札書に記載すること。 

(6)開札は即時開札とする。 

(7)予定価格の制限の範囲内の価格での入札がないときは、３回を限度として入札をするも

のとする。３回の入札をするもさらに落札者がないときは、２回を限度として見積に移行

するものとする。 

 

５ 入札保証金及び契約保証金 

免除する。 

 

６入札の無効等 

入札参加資格を有しない者の提出した入札書、及び入札に関する条件に違反した者の提出

した入札書は、無効とする。 

 

７落札者の決定 

(1) 愛媛県会計規則(昭和45 年愛媛県規則第18 号。以下「規則」という。) 第133 条の

規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、規則第134 条の規定に基づく最

低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低価格をもって入札を行った

者を落札者とする。 

ついては、次の事項に留意すること。 

①  「愛媛県立とべ動物園維持管理業務委託低入札価格調査制度及び最低制限価格制度

実施要綱」に基づき、最低制限価格が設定されていること。 

② 最低制限価格を下回る入札が行われた場合は、当該入札をした者を落札者とせず、そ

の旨を当該入札者に通知するとともに、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札

をした他の者のうち、最低の価格をもって入札をした者を落札者として決定すること。 

(2) 落札となるべき同価格の入札をした者が二人以上あった場合、くじにより落札者を決

定するものとする｡ 

(3) 落札者を決定したときは、速やかに、落札者を決定したこと、落札者の氏名及び住所

並びに落札金額を、落札者とされなかった入札者に通知するものとする。 

(4) 落札者が、指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定を取り

消すものとする。 

 

８契約書作成の要否 

 要 

 

９契約条項 

 契約書のとおり 

 

１０落札決定後の入札参加資格の喪失 

落札決定後、委託契約の締結までの間に、当該業者が２に掲げる要件のいずれかを満た

さなくなった場合又は談合等不正行為の事実が発覚した場合若しくは請負業者の役員等

が贈賄等で逮捕され、社会的影響が大きいと判断される場合には、契約を締結しないこと

がある。  



 

 

別記 

 

１競争入札に付する事項 

(１) 業務名 

  動植管 第1号 愛媛県立とべ動物園(A工区) 植栽地管理委託業務 

  動植管 第2号 愛媛県立とべ動物園(B工区) 植栽地管理委託業務 

  動植管 第3号 愛媛県立とべ動物園(C工区) 植栽地管理委託業務 

(２) 委託する業務の仕様その他明細 

 別添入札公告５(2)のとおり閲覧に供する図面及び仕様書（実施設計書及び特記仕様書

を含む。以下「設計書等」という。）のとおり 

(３) 委託期間 

令和3年4月１2日から令和4年3月31日まで 

 

２入札参加者に必要な資格（業務別） 

 業務ごとの入札参加者に必要な資格は、次のとおりとする。 

（１）建設業者格付け事務取扱要領（平成11年3月23日土第381号）第5条の規定による建

設業者格付け結果通知（開札日において効力を有する直近の格付けに係るもの。以下「格

付け結果通知」という。）の格付け、格付け総合数値等が、表に掲げる要件をすべて満た

す者であること。 

業務名 業種 格付け等級 

動植管第１号  

愛媛県立とべ動物園（A工区）植栽地管理委託業務 
造園 A等級、B等級、C等級 

動植管第２号  

愛媛県立とべ動物園（B工区）植栽地管理委託業務 
造園 A等級、B等級、C等級 

動植管第３号  

愛媛県立とべ動物園（C工区）植栽地管理委託業務 
造園 A等級、B等級、C等級 

 

（２）次の業務の落札者でないこと。 

ア 動植管 第2号 愛媛県立とべ動物園(B工区) 植栽地管理委託業務については、 

  動植管 第1号 愛媛県立とべ動物園(A工区) 植栽地管理委託業務の落札業者でな

いこと。 

イ 動植管 第3号 愛媛県立とべ動物園(C工区) 植栽地管理委託業務については、 

  動植管 第1号 愛媛県立とべ動物園(A工区) 植栽地管理委託業務および動植管 

第2号 愛媛県立とべ動物園(B工区) 植栽地管理委託業務の落札業者でないこと。 

 

３入札日時及び場所 

 （1）日時 令和3年4月12日（月曜日） １３時３０分 

    １に掲げる順に入札をおこなう。 

 （2）入札及び開札の場所 愛媛県立とべ動物園 管理事務所第１会議室 

 

４入札等の照会先 

公益財団法人愛媛県動物園協会  

電話番号 089-962-6000   

住所   愛媛県伊予郡砥部町上原町２４０番地 

  



 

 

 

(別紙１) 

 
 

入札参加資格確認書 
 
 
 

令和  年  月  日 
公益財団法人 愛媛県動物園協会 

理事長 佐伯 要 様 
 
 
 
 

住    所 
                     商号又は名称 
                     代 表 者  
                     氏    名               印 
 
 
 
とべ動物園 植栽地管理委託業務に係る入札に参加する資格について、下記事項及び添付書類について

は事実と相違ないことを誓約します。 
 

記 
 
１ 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定には該当しない。 

 
２ 入札をする日において、知事が行う指名停止の期間中でない。 

 

３ この業務について、法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要がある場合にあっては、

その許認可等に基づく営業である。 

 
４ この業務について、建設業者格付けは下記のとおりである。 

  ※建設業者格付け結果通知の写しを添付 

 
 

業種 格付け等級 

造園 □ A 等級   □ B 等級   □ C 等級 

 
 
 



様式１ 

 

 

 

                     入            札            書  

 

                                                       令和    年    月    日  

 

公益財団法人  愛媛県動物園協会  

理事長   佐 伯  要  様  

 

                                        入札者  

                                          住  所  

                                          名  称  

                                          氏  名                          印  

 

      十億    億   千万   百万   十万    万    千    百    十    円 

                                                                               

             （消費税及び地方消費税 別途） 

  ただし、動植管第   号  愛媛県立とべ動物園（    工区 ）植栽地管理委託業務  

 

  上記のとおり公益財団法人愛媛県動物園協会会計規程を遵守し、契約条項を承認のうえ入札

いたします。  

 

 

  



様式２ 

 

 

 

                         委        任        状  

 

                                                       令和    年    月    日  

 

公益財団法人  愛媛県動物園協会  

理事長  佐 伯  要  様  

 

                                          住  所  

                                          名  称  

                                          氏  名                          印  

 
          住所  
    私は、                               を代理人と定め、下記の  

          氏名                       印  

委託業務に関する入札の一切の権限を委任します。  

 

                           記  

 

１  動植管第    号愛媛県立とべ動物園(    工区 )植栽地管理委託業務  

 

 

 

 

  



様式３ 

 

 

 

                     見   積   書  

 

                                                      令和    年    月    日  

 

公益財団法人  愛媛県動物園協会  

理事長   佐 伯  要  様  

 

                                        入札者  

                                          住  所  

                                          名  称  

                                          氏  名                          印  

 

      十億    億   千万   百万   十万    万    千    百    十    円 

                                                                               

          （内消費税         円） 

  ただし、動植管第   号  愛媛県立とべ動物園（    工区 ）植栽地管理委託業務  

 

  上記のとおり公益財団法人愛媛県動物園協会会計規程を遵守し、契約条項を承認のうえ見積

いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 



管理委託契約書  
 

 

１  管 理 委 託 業 務 の 名 称  
動 植 管 第   号 愛 媛 県 立 と べ 動 物 園  

植 栽 地 管 理 委 託 業 務 （   工 区 ）  

２  委 託 期 間  
自  令 和 ３ 年  ４ 月 １ ２ 日  

至  令 和 ４ 年  ３ 月 ３ １ 日  

３   管  理  業  務  委  託  料    ￥          －  

    （うち取引に係る消費税及び地方 消費税の額￥     －  ）  

 頭 書 業 務 の 委 託 に つ い て 、 委 託 者  公 益 財 団 法 人 愛 媛 県 動 物 園 協 会  理 事 長  佐 伯

 要（以下「 甲」とい う。）と、受 託者                （以 下「乙」

と いう 。）とは 、次 の条項に より管理 委託契約 を締結し 、互 いに 信義に従 って誠 実

に これを履 行するも のとする 。  

 

  （総則）  

第 １条   乙 は、別冊 設計書、図面及び 仕様書に 基づき頭 書の管理 業務委託 料（ 以 下

「 委 託 料 」 と い う 。 ） を も っ て 、 頭 書 の 委 託 期 間 （ 以 下 「 委 託 期 間 」 と い う 。 ）

中 植栽地を 管理しな ければな らない。  

２   前 項の 設計書、図面及び 仕様書に 明記され ていない 仕様があ るときは 、甲 乙 協

議 して定め るものと する。  

 

  （権 利義 務の譲渡 等）  

第 ２条   乙 は、こ の契 約によっ て生ずる 権利又は 義務を第 三者に譲 渡し又は 承継 さ

せ てはなら ない。た だし、書 面により 甲の承認 を得たと きはこの 限りでな い。  

 

  （再 委託 等の禁止 ）  

第 ３条   乙 は、委託 業務の全 部の処理 を他に委 託し又は 請負わせ てはなら ない 。た

だ し、書面 により、 甲の承諾 を得たと きはこの 限りでな い。  

 

  （監 督員 ）  

第 ４条   甲 は、監督 員を定め たときは 、書面を もってそ の氏名を 乙に通知 しな け れ

ば ならない 。監督員 を変更し たときも 同様とす る。  

２   監 督員 は、こ の契 約の他の 条項に定 める権限 及びこの 契約に基 づく甲の 権限 の

う ち 甲 が 必 要 と 認 め て 監 督 員 に 委 任 し た も の の ほ か 、 次 に 掲 げ る 権 限 を 有 す る 。 

  (1) 契約 の履行に ついての 乙又は乙 の現場代 理人に対 する指示 、承 諾又 は協 議 。 

  (2) 設 計 図 書 に 基 づ く 委 託 業 務 の 施 行 の た め の 詳 細 図 等 の 作 成 及 び 交 付 又 は 乙

が 作成した これらの 図書の承 諾。  

  (3) 設 計 図 書 に 基 づ く 工 程 の 管 理 、 立 会 、 委 託 業 務 の 施 行 の 状 況 の 検 査 又 は 材

料 の試験若 しくは検 査。  

３   甲 は、２名以 上の 監督員を 置いて前 項の権限 を分担さ せたとき 又はこの 契約 に  

 



基づく甲の権限の一部を監督 員に委任したときは、当該権限の内容を書面をもっ

て 乙に通知 しなけれ ばならな い。権限 の内容を 変更した ときも同 様とする 。  

４   第 ２項 の規定に 基づく監 督員の指 示又は承 諾は、原 則として 、書面を もっ て こ

れ を行わな ければな らない。  

 

  （現 場代 理人及び 主任技術 者）  

第 ５条   乙 は、現 場代 理人及び 現場にお ける委託 業務の施 行の技術 上の管理 を司 る

専 任の主任 技術者（ 以下 これ らを「現 場代理人 等」とい う。）を 定め 、書 面をも

ってその氏名を甲に通知しな ければならない。現場代理人等を変更したときも同

様 とする。  

 

  （施 行時 期）  

第 ６ 条   乙 が 行 う各 種 作 業の 実 施 時期 は 、 監督 員 か ら特 に 指 示が あ る 場合 を 除 き 、

仕 様書によ るものと する。     

 

  （委 託業 務関係者 に対する 措置請求 ）  

第 ７条   甲 又は監督 員は、乙及 び現場代 理人等が 委託業務 を実施す るために 使用 し

ている労働者等が、委託業務の実施又 は管理につき著しく不適当と認められると

き は、乙に 対して、その 理由 を明示し た書面を もって、必要 な措 置をとる べき こ

と を求める ことがで きる。  

２   乙 は、前項の規 定による 請求があ ったとき は、当該 請求にか かる事項 につ い て

の措置を決定し、そ の結果を請求を受 理した日から１０日以内に書面をもって甲

に 通知しな ければな らない。  

３   乙 は、監督員が その職務 の執行に つき著し く不適当 と認めら れるとき は、甲 に

対して、その理由を明示した書面をも って、必要な措置を取るべきことを求める

こ とができ る。  

４   甲 は、前項の規 定による 請求があ ったとき は、当該 請求にか かる事項 につ い て

の措置を決定し、そ の結果を請求を受 理した日から１０日以内に乙に通知しなけ

れ ばならな い。  

 

  （業 務内 容の変更 等）  

第 ８条   甲 は、必要 がある場 合には、委託業務 の内容を 変更し又 は委託業 務を 一 時

中止することができる。この場合にお いて、委託料を変更または委託期間を変更

す る必要が あるとき は、甲乙 協議して 書面によ りこれを 定める。ただ し、契約 額

の １００分 の２未満 の増額は 行わない 。  

２   委 託料 を変更す る場合に おいて、乙が損害 を受けた ときは、甲はその 損害 を 賠

償 するもの とし、そ の額は甲 乙協議し て定める 。  

 

  （損 害の ために必 要となっ た経費の 負担）  

第 ９条   委 託業務の 処理に関 し発生し た損害（ 第三者に 及ぼした 損害を含 む。）の

た めに必要 となった 経費は、乙が 負担 するもの とする。ただ し、その 損害 が甲 の  

 



責 に帰すべ き事由に よる場合 において は、甲は 、当 該損 害のため に必要と なっ た

経 費相当額 を乙に支 払うもの とし、そ の額は、 甲乙協議 して定め る。  

 

  （実 績報 告）  

第 10条   乙 は、委託 期間が終 了したと きは、遅 滞なく甲 に対して 実績報告 書を 提 出

し なければ ならない 。  

２   甲 は、前項の実 績報告書 を受理し たときは 、内容に ついて検 査を行わ なけ れ ば

な らない。  

 

  （委 託料 の支払）  

第 11条   乙 は、前 条の 規定によ る検査に より委託 業務が適 正に執行 されたと 認め ら

れ たときは 、甲に対 して委託 料の支払 を請求す るものと する。  

２   甲 は、前項の請 求があっ たときは 、その日 から３０ 日以内に 支払わな けれ ば な

ら ない。  

 

  （部 分払 ）  

第 12条   乙 は、委託 期間の終 了前に、委託業務 の終了部 分及び現 場に搬入 した 資 材

に 相 応 す る 委 託 料 相 当 額 の １ ０ 分 の ９ に 相 当 す る 額 に つ い て 部 分 払 を 請 求 す る

こ とができ る。ただ し、この 請求は、委 託期間 中、４回 を超える ことがで きな い 。  

２   乙 は、部分払を 請求しよ うとする ときは、予め当該 請求にか かる委託 業務 の 終

了 部分及び 現場に搬 入した資 材を明ら かにする 写真を添 付した書 面をもっ て 、甲

に 検査を求 めなけれ ばならな い。この 場合にお いて 、甲 は、遅滞 なくその 検査 を

行 い、その 結果を書 面をもっ て乙に通 知しなけ ればなら ない。  

３   部 分払 のうち損 料及び諸 経費にか かるもの について は、前 項の 規定によ り甲 が

検査した終了部分との比率により、甲が算出するものとし、乙はこれに対して異

議 の申立が できない ものとす る。  

４   乙 は、第２項の 規定によ る検査結 果の通知 を受けた ときは、書面をも って 部 分

払 の請求を すること ができる 。こ の場 合におい て、甲は 、当 該請 求のあっ た日 か

ら 起算して ３０日以 内に支払 わなけれ ばならな い。  

５   前 項 の 規 定 に よ り 部 分 払 の 支 払 が あ っ た 後 さ ら に 部 分 払 の 請 求 を す る 場 合 に

お いては、第 １項の「 委託料 相当額」と あるの は、「委 託料相当 額から既 に部 分

払 の対象と なった委 託料相当 額を控除 した額」 とするも のとする 。  

    

  （甲の解除権）  

第 13条   甲 は、次の 各号のい ずれかに 該当する ときは、契約を解 除するこ とが で き

る 。  

  (1) 天 災 地 変 そ の 他 こ の 契 約 締 結 後 に 生 じ た 事 情 の 変 更 に よ り 、 委 託 業 務 の 施

行 の必要が なくなっ たとき。  

  (2) 乙が 、この契 約に違反 したとき 。  

  (3) 契約 の履行に つき、乙 に不正の 行為があ ったとき 。  

２   甲 は、前項の規定により契約を解除したと きは、委託業務の終了部分を検査の  

 



うえ、適正に執行されたと認める部分 に相応する委託料を支払わなければならな

い 。  

３   前 項の 場合にお いて、前 条の規定 による部 分払をし ていると きは、そ の部 分 払

の 額を終了 部分に相 応する委 託料から 控除する 。  

４   第 １項 第２号又 は第３号 の規定に より契約 が解除さ れたとき は、乙は 、委 託 料

の １ ０ 分 の １ に 相 当 す る 額 を 違 約 金 と し て 甲 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な け れ

ば ならない 。  

 

  （乙の解除権）  

第 14条   乙 は、甲が 契約に違 反し、そ の違反に より委託 業務を執 行するこ とが 不 可

能 となった ときは、 契約を解 除するこ とができ る。  

２   前 項の 規定によ り契約が 解除され た場合は 、前条 第２ 項及び第 ３項の規 定を 準

用 する。  

 

  （補則）  

第 15条   こ の契約に 定めのな い事項及 びこの契 約に関し 生じた疑 義は、甲乙 が協 議

し て定める ものとす る。  

 

  この 契約 の締結を 証するた め、この 契約書を ２通作成 し、甲乙 両者記名 押印 の う

え 、各自そ の１通を 保有する ものとす る。  

 

 

令 和３年  ４月   日  

伊 予郡砥部 町上原町 ２４０番 地  

                     甲    公 益財団法 人   愛媛 県動物園 協会  

                            理  事  長   佐  伯   要  

 

                  

                     乙       

                  

 

 

 


